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～

　　　回収数 244 事業所（回収率 )
※ 常時労働者を雇用していない事業所は除く。

９．用語の定義
　　○所定労働時間　　　：就業規則で定められた実労働時間
　　○所定外労働時間　　：残業、休日出勤等の労働時間
　　○1週間単位の非定型的変形労働時間制
　　　　　　　　　　　　：30人未満の小売店、旅館、料理店及び飲食店の事業所で、労使協定により
　　　　　　　　　　　　　1週間単位で毎日の労働時間を弾力的に定めることができる制度
　　○1ヶ月単位の変形労働時間制
　　　　　　　　　　　　：1ヶ月以内の一定期間を平均し、1週間あたりの労働時間が原則40時間以下
　　　　　　　　　　　　　の範囲内において、1日8時間及び1週40時間を超えて労働させることがで
　　　　　　　　　　　　　きる制度
　　○1年単位の変形労働時間制
　　　　　　　　　　　　：1年以内の一定期間を平均し、1週間あたりの労働時間が原則40時間以下の　　
　　　　　　　　　　　　　範囲内において、1日8時間及び1週40時間を超えて労働させることができ
　　　　　　　　　　　　　る制度

　　　○　休暇制度（正社員、パート）　　　　　
　　　○　定年制　　　
　　　○　雇用調整

　　　○　退職金制度（正社員、パート）　　　○　メンタルヘルス対策
　　　○　社会・労働保険（正社員、パート）　○　働き方改革
　　　○　労働組合
　　　○　労働時間（正社員、パート）
　　　○　賃金（正社員、パート）

　　　○　事業所の業種、規模　　　　　　　　○　次世代育成支援対策推進法
　　　○　従業員数　　　　　　　　　　　　　○　育児・介護休業制度
　　　○　雇用状況　　　　　　　　　　　　　○　女性の労働環境

３．調査項目

２．調査対象

1.実態調査の概要

１．調査目的

　　　この調査は、高山市内における事業所の労働条件等の実態を把握し、行政運営の基礎資料を
　　得ることを目的としている。

　　　建設業、製造業、情報通信・運輸業、卸売・小売業、金融・保険業、飲食業、宿泊業、医療･
　　福祉、サービス業、その他の事業所のうちから無作為に抽出した700事業所

　　○フレックスタイム制：所定労働時間はそのままで、労使協定内で時間を自由に設定するこ

34.9%

　　　○　人材の状況　　　　　　　　　　　　○　ワーク・ライフ・バランス
　　　○　就業規則（正社員、パート）　　　　○　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

７．調査票の回収状況

４．調査期間

６．調査方法

令和2年11月13日

　　　郵送によるアンケート調査法により実施

５．調査基準日
　　　令和2年7月1日現在。なお、設問により基準日が異なっている場合がある。

　　　　　　　　　　　　　繰上げ等を設定すること

令和2年11月26日

　　○所定外賃金　　　　：残業、休日出勤手当等所定外の労働に関する賃金

　　　　　　　　　　　　：所定労働時間はそのままで、事業主が決めたいくつかの時間の中か

８．集　　計
　　　高山市商工労働部雇用・産業創出課

　　○短時間勤務制度　　：所定労働時間を短縮する制度
　　○始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ

　　○所定内賃金　　　　：基本給、職能給、各種手当(通勤手当は除く)
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10．注意事項

　　　各数値は小数点第2位以下四捨五入として表示しており、それぞれの割合を足し上げても
　　100％とならないことがある。

　　　集計された数値が「0」の場合、また、無回答や計算元の値が「0」であった場合には数値
    が表示されない。
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2.事業所の概要

(1)従業員の構成
　従業員の構成は、正社員の割合が71.9%、
パートタイマーの割合が22.1%、契約・嘱託社
員の割合が5.1%、派遣社員の割合が0.4%、そ
の他の割合が0.5%である。
　令和元年度と比較すると、正社員は4.3ポイ
ント減少しているのに対し、パートタイマー
は3.4ポイント増加している。

(2)従業員の男女構成
　従業員の男女構成は、男性の割合が50.8%、
女性が49.2%となっている。令和元年度と比較
すると、女性が4.3ポイント増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 67.3 67.3 73.7 67.6 67.9 76.2 71.9

パート 24.4 22.5 20.4 23.8 23.6 18.7 22.1

契約・嘱託社員 5.7 7.2 4.3 5.6 7.0 3.8 5.1

派遣社員 1.0 1.0 1.0 1.1 1.0 0.9 0.4

その他 1.6 2.0 0.6 1.9 0.6 0.4 0.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0%

従業員構成

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

男性 51.8 51.4 53.9 54.0 51.3 55.1 50.8

女性 48.2 48.6 46.1 46.0 48.7 44.9 49.2

40.0

44.0

48.0

52.0

56.0

60.0%

従業員の男女構成
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　男女別の従業員構成を比較すると、
男女で雇用の形態が大きく異なってい
る。
　男性の正社員の割合が全体の85.1%
であるのに対し、女性の正社員の割合
は58.3%で26.8ポイントの差が開いて
いる。また、パートタイマーの割合
は、男性が9.6%であるのに対し、女性
が35.1%と男性よりも女性の方が25.5
ポイント高い。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 80.7 80.9 84.0 81.4 80.5 86.1 85.1

パート 9.1 9.5 10.2 10.5 9.3 8.7 9.6

契約・嘱託社員 7.8 7.1 4.6 5.4 9.0 4.4 4.7

派遣社員 1.0 1.1 0.6 0.8 0.5 0.5 0.2

その他 1.4 1.5 0.6 1.8 0.7 0.2 0.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0%

従業員構成（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 53.0 52.9 61.8 51.3 54.7 63.9 58.3

パート 40.8 36.4 32.4 39.5 38.5 31.0 35.1

契約・嘱託社員 3.4 7.3 3.9 5.9 4.9 3.2 5.4

派遣社員 0.9 0.9 1.4 1.4 1.5 1.4 0.7

その他 1.9 2.5 0.6 1.9 0.4 0.5 0.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

従業員構成（女性）
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(3)中途採用
　中途採用を行っている事業所の割合
は40.6%となっており、令和元年度と
比較すると2.8ポイント減少してい
る。

(4)新規学卒者の雇用
　新規学卒者の雇用を行っている事業
所の割合は、令和元年度と比較すると
5.0ポイント減少し、15.6ポイントと
なっている。（令和元年より調査開
始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

中途採用実施率 30.0 29.1 31.7 31.7 34.3 43.4 40.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

中途採用実施率

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

新規学卒者雇用実

施率
20.6 15.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0%

新規学卒者雇用実施率
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(5)障がい者の雇用
　障がい者の雇用を行ってい
る事業所の割合は高山市が
8.3%で、令和元年度と比較す
ると2.0ポイント減少している
が、県・国と比較すると高い
比率を保っている。（令和元
年度より調査開始）

※国・県の雇用率は、障がい
者雇用促進法により障がい者
の雇用が義務付けられている
企業(従業員数43.5人以上)の
みを対象とした比率(従業員数
の規定については令和3年3月
時点)を示している。
　高山市に関しては国・県と
比較するため、同規模の従業
員数51人以上の事業所を対象
とした比率。

(6)障がい者の雇用に関する課
　 題
　障がい者を雇用する際の課
題として、「会社内に適当な
仕事があるかわからない」と
回答した事業所の割合が最も
高く、32.4%であった。次い
で、「職場内の安全面の配
慮」と回答した事業所の割合
が26.2%であった。（令和元年
度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 雇用率 10.3 8.3

岐阜県 雇用率 2.2 2.2

国 雇用率 2.1 2.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0%

障がい者の雇用を行っている事業所の割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

適切な仕事 37.0 32.4

安全面 21.7 26.2

適正・能力把握 16.9 13.1

職場理解 11.6 8.6

通勤 10.6 9.0

ノウハウ 10.1 6.6

施設等改善 9.5 10.7

労働意欲 5.3 4.9

その他 2.6 2.0

無回答 79.9 52.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0%

障がい者雇用課題
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(7)外国人の雇用
　外国人の雇用を行っている
事業所の割合は2.0%となって
おり、令和元年度と比較する
と、0.6ポイント減少してい
る。

(8)外国人労働者の雇用に関す
   る課題
　外国人労働者を雇用する際
の課題として、「日本語が通
じないと何かと不便」と回答
した事業所の割合が34.4%と最
も高かった。次いで、「住居
や生活サポートが大変」と回
答した事業所の割合が20.9%で
あった。（令和元年度より調
査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

日本語 39.2 34.4

生活サポート 21.2 20.9

雇用管理 18.5 16.4

ノウハウ 18.5 18.4

考え方 17.5 16.4

手続き 14.3 12.7

人材情報 11.6 9.4

勤続年数 6.3 5.7

費用負担 2.1 4.1

職場理解 1.6 2.9

取引先理解 1.1 2.9

その他 3.2 2.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0%

外国人労働者雇用課題

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

外国人雇用実施率 3.0 6.1 4.8 3.2 3.3 2.6 2.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0
%

外国人雇用実施率
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(9)正社員の離職理由
　正社員の離職理由が「会社都合」と回答
した事業所の割合は6.1%であったのに対し
て、「自己都合」と回答した事業所の割合
は93.9%であった。（令和元年度より調査
開始）

(10)若年層の早期離職理由
　若年層の早期離職理由として「仕事が合わなかったため」と回答した事務所の割合が15.2%と最
も高かった。次いで「人間関係がよくなかったため」「理由不明」「その他」が同率で4.9%で
あった。（令和元年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

会社都合 1.5 6.1

自己都合 98.5 93.9

0.0
20.0
40.0
60.0
80.0
100.0%

正社員の離職理由

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

仕事が合わず 14.8 15.2

人間関係 5.3 4.9

結婚・子育て 4.2 3.3

健康上 3.7 4.1

労働条件 3.2 2.0

賃金 3.2 2.9

理由不明 2.1 4.9

ノルマ 0.5 1.6

能力活かせず 0.0 0.4

会社の将来性 0.0 0.4

その他 4.8 4.9

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0%

若年者の早期離職理由
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(11)人材の過不足状況
　人材の過不足について、「適当」「やや不足」と回答した事業所の割合はともに37.3%
であった。「大いに不足」と回答した事業所の割合は7.0%で、「やや不足」と合わせる
と、全体の約4割の事業所が人材の不足を感じている。（平成29年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

大いに不足 10.8 7.1 7.1 7.0

やや不足 36.9 37.6 47.1 37.3

適当 37.3 39.5 30.2 37.3

適当 4.0 3.3 2.1 4.9

大いに過剰 0.0 0.0 0.0 0.4

無回答 10.8 12.4 9.5 13.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0%

人材過不足状況
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(2)社会保険の加入状況
　正社員における社会保険の加入率は、「健康保険」「厚生年金」「雇用保険」「労災保険」の
四つすべてが80.0%を超えている。しかしながら、令和元年度と比較すると、四つの社会保険すべ
てにおいて加入率が減少している。
　パートタイマーにおける社会保険加入率は、「健康保険」「厚生年金」については全体の約3
割、「雇用保険」は全体の約5割、「労災保険」は全体の約6割にとどまっており、正社員と大き
く差が開いている。また、令和元年度と比較すると、「健康保険」「厚生年金」の加入率は減少
している一方で、「雇用保険」「労災保険」の加入率は増加している。

3.労働環境

(1)労働に関する規則の制定状況
　正社員の就業規則を定めている事業所の割合が80.7%であるのに対し、パートタイマーに関しては55.3%
にとどまっている。また、どちらの割合も令和元年度と比較すると減少している。
　退職金制度制定率に関しては、正社員が70.9%、パートタイマーが15.6%と就業規則制定率よりも正社員
とパートタイマーの間に大幅な差が開いている。しかしながら、パートタイマーの当該割合は令和元年度
と比較して増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 91.7 87.7 82.2 86.3 81.9 84.7 80.7

パートタイマー 44.8 48.4 48.6 47.4 51.4 56.1 55.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0%

就業規則制定率

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 81.7 82.0 76.0 75.5 73.3 77.2 70.9

パートタイマー 10.0 10.2 12.0 11.2 13.8 14.3 15.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0%

退職金制度制定率

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

健康保険 92.2 93.0 89.4 89.6 87.1 89.4 84.8

厚生年金 92.2 92.2 88.0 88.0 85.7 87.8 84.0

雇用保険 91.3 91.8 86.1 86.3 83.3 87.3 84.4

労災保険 90.0 92.6 85.1 85.5 82.9 86.8 84.4

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0%

社会保険加入率（正社員）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

健康保険 31.3 29.1 30.4 30.9 33.3 39.7 34.4

厚生年金 30.9 27.9 29.0 29.7 32.4 38.1 34.8

雇用保険 47.8 48.4 47.3 47.8 51.9 54.0 54.5

労災保険 54.8 60.2 54.1 54.6 57.6 59.3 59.8

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

社会保険加入率（パートタイマー）
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(3)労働組合の有無
　労働組合が組織されている事業所の
割合は、回答のあった事業所の6.6%で
あった。これは、令和元年度と比較す
ると、2.9ポイント減少している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

労働組合組織率 9.6 7.0 9.1 9.2 8.6 9.5 6.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0%

労働組合組織率
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4.労働時間

(1)1日あたりの所定労働時間
　正社員における所定労働時
間については、「7.5～8時
間」または「8時間」と定めて
いる事業所の割合を合わせる
と74.2%であり、令和元年度よ
りも4.7ポイント減少してい
る。それに対して、「7.5時間
未満」と回答している事業所
の割合は10.7%で、令和元年度
よりも1.2ポイント増加してい
る。
　パートタイマーにおける1日
あたりの所定労働時間は、事
業所によって様々であるが、
「5～6時間」と回答している
事業所の割合が17.6%と最も高
い。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

7.5時間未満 12.6 14.3 12.5 10.4 10.0 9.5 10.7

7.5～8時間 35.2 27.0 30.8 24.9 25.2 30.2 29.9

8時間 46.1 50.8 43.3 50.6 50.0 48.7 44.3

8時間超 2.6 3.7 3.8 0.8 1.0 2.1 2.0

無回答 3.5 4.1 9.6 13.3 13.8 9.5 13.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

1日あたりの所定労働時間（正社員）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

4時間未満 9.1 7.8 9.1 5.2 5.7 5.3 4.9

4～5時間 10.4 11.1 9.6 12.0 13.3 8.5 10.7

5～6時間 23.9 26.6 25.0 19.7 19.0 20.6 17.6

6～7時間 12.6 13.9 10.6 14.1 13.3 14.3 13.1

7時間以上 11.3 10.2 12.5 13.3 12.4 14.3 16.0

無回答 32.6 30.3 33.2 35.7 36.2 37.0 37.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

1日あたりの所定労働時間（パートタイマー）
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(2)所定外労働時間
　正社員における1ヶ月あたり
の所定外労働時間は、「5.5時
間未満」であると回答した事
業所の割合が最も高く、24.2%
であった。これは、令和元年
度と比較すると3.8ポイント減
少している。
　パートタイマーにおける1ヶ
月あたりの所定外労働時間
は、「5時間未満」と回答した
事業所の割合が29.9%と最も高
かった。これは、令和元年度
と比較すると26.7ポイント減
少している。

(3)変形労働時間
　変形労働時間制を採用して
いると回答した事業所の割合
は全体の51.3%であり、令和元
年度より2.6ポイント増加して
いる。特に、1年単位の変形労
働時間制を採用している事業
所の割合が33.2%と最も高い。
また、約3割の事業所では変形
労働時間制を採用していな
い。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

5.5時間未満 37.0 41.4 38.0 37.3 39.5 28.0 24.2

5.5～10時間 12.6 11.1 14.9 6.4 6.7 17.5 13.9

10～20時間 16.1 11.9 19.7 25.3 28.1 15.3 11.5

20時間以上 17.4 21.7 17.8 13.3 11.9 16.9 9.0

無回答 17.0 13.9 9.6 17.7 13.8 22.2 41.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

1ヶ月あたりの所定外労働時間（正社員）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

5時間未満 50.9 56.6 64.4 60.2 64.3 56.6 29.9

5～10時間 5.2 3.3 3.4 2.8 3.3 2.1 4.1

10時間以上 3.9 7.0 1.9 3.2 2.4 5.3 1.6

無回答 40.0 33.2 30.3 33.7 30.0 36.0 64.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

1ヶ月あたりの所定外労働時間（パートタイマー）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

1週間単位 3.5 0.8 3.9 1.2 1.0 0.5 0.4

1ヶ月単位 14.8 13.1 10.7 14.1 12.9 9.0 14.8

1年単位 34.3 33.6 33.0 25.7 25.7 36.0 33.2

フレックスタイム 3.0 2.5 1.9 1.2 1.4 3.2 2.9

採用していない 34.3 41.0 35.4 41.0 41.0 30.2 29.9

無回答 10.0 9.0 15.0 16.9 18.1 21.2 20.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

変形労働時間制の採用
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14.7
13.4
11.4
15.1
8.9
14.3
8.4
6.7
22.3
12.1
10.5

(2)平均勤続年数（男女別）
　正社員の平均勤続年数は、男性が14.5年、女性が13.9年となっており、男性の方が女性よりも
0.6年長い。また、高山市の平均勤続年数は岐阜県や全国の平均勤続年数よりも高い数値で推移し
ている。特に、女性は岐阜県や全国の平均勤続年数よりも約4年も上回っている。

5.正社員の平均年齢・平均勤続年数

(1)平均年齢（男女別）
　正社員の平均年齢は、男性が47.1歳、女性が48.7歳であり、男女ともに岐阜県や全国の平均年
齢よりも高い。また、高山市の正社員の平均年齢は男女ともに令和元年度よりも高くなってい
る。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 44.9 44.7 45.1 45.5 46.2 45.3 47.1

岐阜県 42.5 42.3 42.8 42.8 43.5 43.0 43.8

岐阜県 42.9 43.1 43.0 43.3 43.6 43.8 42.9

40.0

41.0

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

47.0

48.0歳

正社員の平均年齢（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 44.0 44.9 44.5 43.6 44.6 45.2 48.7

岐阜県 41.7 40.8 41.7 41.9 42.0 42.4 43.0

全国 40.6 40.7 40.7 41.1 41.4 41.8 40.6

36.0

38.0

40.0

42.0

44.0

46.0

48.0

50.0歳

正社員の平均年齢（女性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 14.4 14.1 14.2 14.6 15.0 14.2 14.5

岐阜県 13.3 13.5 13.9 13.3 14.1 13.6 13.6

全国 13.5 13.5 13.3 13.5 13.7 13.8 13.8

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0年

正社員の平均勤続年数（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 11.7 12.8 12.9 12.9 13.2 13.2 13.9

岐阜県 8.9 8.9 9.4 9.3 9.5 9.5 9.6

全国 9.3 9.4 9.3 9.4 9.7 9.8 9.8

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0年

正社員の平均勤続年数（女性）
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(1)正社員の平均所定内賃金（男女
別）
　正社員の平均所定内賃金は、男
性が283,620円、女性が201,751円
となっており、男性が女性より
81,869円上回っている。なお、全
国、岐阜県における正社員の平均
所定内賃金はそれぞれグラフのと
おりで、高山市の平均所定内賃金
は、男女ともに全国、岐阜県より
低い金額で推移している。

6.正社員の平均賃金・一時金及びパートタイマーの平均時給

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 285,835 281,972 279,103 283,219 293,525 293,779 283,620

岐阜県 303,700 300,600 310,500 304,200 322,900 308,800 285,630

全国 329,600 335,100 335,200 335,500 337,600 338,000 337,500

0

50,000
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150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000円

正社員の平均所定内賃金（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 191,143 190,969 196,145 191,647 206,986 207,050 201,751

岐阜県 217,600 221,500 222,100 225,200 229,500 236,200 223,388

全国 238,000 242,000 244,600 246,100 247,500 251,000 251,050

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000円

正社員の平均所定内賃金（女性）
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(2)正社員の平均賃金に占める所定内賃金の割合（男女別）
　正社員の平均賃金に占める所定内賃金の割合は、男性が90.4%、女性が89.6%である。令和元年
度と比較して、全国の平均所定内賃金割合が増加している一方で、高山市と岐阜県の割合は大幅
に減少している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 93.6 94.5 93.4 90.8 90.1 91.9 90.4

岐阜県 89.0 89.9 89.1 88.8 89.3 89.5 82.8

全国 90.1 90.5 90.4 90.4 90.1 90.2 92.5

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0%

平均所定内賃金割合（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 94.7 96.0 95.4 93.3 91.4 95.9 89.6

岐阜県 93.8 94.1 93.9 93.8 92.1 93.0 88.0

全国 93.1 93.2 93.1 93.4 93.2 93.3 94.7

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0%

平均所定内賃金割合（女性）
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(3)正社員の一時金支給状況（男女
別）
　正社員における一時金の平均支給額
は、男女ともに冬期が最も高く、男性
は357,693円、女性は250,215円であっ
た。また、男女ともに冬期の一時金の
支給額は令和元年度よりも減少してい
る。夏期の一時金については、男性は
令和元年度よりも4,716円増加してい
るが、女性は1,241円減少している。
年度末の一時金については、男女とも
に令和元年度よりも増加している。

(4)パートタイマーの平均時間給
  パートタイマーの平均時間給は、男
性が1,112.7円、女性が1,068.1円で
あった。男性は8.3円減少し、女性は
67.5円増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

夏期 255,360 266,130 230,584 234,209 275,284 276,495 281,211

冬期 334,144 339,309 289,182 290,415 337,590 365,283 357,693

年度末 52,805 55,765 56,888 107,837 93,395 80,067 107,464

0

50,000

100,000

150,000

200,000
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350,000

400,000
円

一時金支給状況（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

夏期 202,022 194,425 178,343 179,782 193,839 206,014 204,773

冬期 253,784 248,272 217,890 225,519 243,055 257,733 250,215

年度末 31,529 39,451 52,188 88,231 59,841 48,352 78,424

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

300,000
円

一時金支給状況（女性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

男性 945.5 928.2 939.9 973.1 1,083. 1,121. 1,112.

女性 871.1 886.2 926.2 919.5 980.9 1,000. 1,068.
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2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0円

パートタイマーの平均時間給
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夏期 255,360 266,130 230,584 234,209 275,284 276,495 281,211

冬期 334,144 339,309 289,182 290,415 337,590 365,283 357,693

年度末 52,805 55,765 56,888 107,837 93,395 80,067 107,464
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一時金支給状況（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

夏期 202,022 194,425 178,343 179,782 193,839 206,014 204,773

冬期 253,784 248,272 217,890 225,519 243,055 257,733 250,215

年度末 31,529 39,451 52,188 88,231 59,841 48,352 78,424

0
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150,000

200,000

250,000

300,000
円

一時金支給状況（女性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

男性 945.5 928.2 939.9 973.1 1,083.5 1,121.0 1,112.7

女性 871.1 886.2 926.2 919.5 980.9 1,000.6 1,068.1
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パートタイマーの平均時間給
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(2)新規学卒者の平均初任給
　令和2年度に採用された新規学卒者の平均初
任給は、高卒が167,506円、短大等卒が
172,395円、大卒が183,262円であった。高山
市の平均初任給は、岐阜県や全国の平均初任
給よりも低い金額である。また、いずれの卒
業種別においても、岐阜県や全国の平均初任
給が令和元年度より増加しているのに対し
て、高山市の平均初任給は減少している。

7.採用された新規学卒者の卒業種別及び平均初任給

(1)採用された新規学卒者の卒業種別（男女別）
　回答のあった事業所において、令和2年度に採用された新規学卒者は男性が51人、女性が62人と
なっている。
　卒業種別ごとの採用割合をみると、男女ともに「高卒」の割合が最も高いが、令和元年度より
も減少している。それに対して、女性は「短大等卒」の割合が令和元年度よりも8.4ポイント増加
している。「大卒」の採用割合は男女ともに令和元年度よりも増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高卒 47.8 46.3 46.5 69.6 54.5 56.3 52.9

短大等卒 13.0 16.8 15.1 11.6 22.7 14.6 13.7

大卒 39.1 36.8 38.4 18.8 22.7 29.2 33.3

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0%

新規学卒者の採用割合（男性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高卒 35.4 35.0 45.8 48.9 62.8 54.2 40.3

短大等卒 37.2 26.2 16.7 23.4 18.6 27.1 35.5

大卒 27.4 38.8 37.5 27.7 18.6 18.8 24.2
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40.0
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60.0

70.0%

新規学卒者の採用割合（女性）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 161,416 157,338 160,411 164,659 164,318 168,852 167,506

岐阜県 159,400 160,600 163,600 164,600 166,900 166,400 175,500

全国 158,800 160,900 161,300 162,100 165,100 167,400 177,700
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160,000
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170,000
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180,000円

新規学卒者平均初任給（高卒）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 165,833 165,838 169,589 174,259 179,444 180,614 172,395

岐阜県 185,100 183,000 173,500 175,600 179,100 179,700 188,500

全国 174,100 175,600 176,900 179,200 181,400 183,900 202,200
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180,000

185,000

190,000

195,000

200,000

205,000円

新規学卒者平均初任給（短大等卒）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高山市 200,245 190,945 208,695 191,176 194,279 194,848 183,262

岐阜県 192,200 194,000 195,200 215,400 200,400 199,200 211,000

全国 200,400 202,000 203,400 206,100 206,700 210,200 226,000
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190,000

195,000

200,000

205,000

210,000

215,000

220,000

225,000

230,000円

新規学卒者平均初任給（大卒）
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※複数回答が可能なため、「採用予定あり」と
　回答した事業所数を卒業種別の事業所数の合
　計が上回る

(3)新規学卒者の採用予定
　令和3年度3月卒業の新規学卒者を採
用する予定があると回答している事業
所は、54社であった。その中でも、卒
業種別に採用予定割合をみると、「高
卒」が45社、「短大卒等」が23社、
「大卒」が16社となっており、いずれ
も令和元年度よりも増加している。
（令和元年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

高卒 33.0 45.0

短大等卒 15.0 23.0

大卒 11.0 16.0

0.0
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40.0
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新規学卒者の卒業種別事業所数

事業所数

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

採用予定あり 41.0 54.0
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新規学卒者の採用予定事業所数

事業所数
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8.週休二日制の実施状況及び年次有給休暇の状況

(1)週休二日制の実施状況
　週休二日制の実施状況については、「完全週休二日制」を導入している事業所の割合が最も高
く19.7%、次いで「隔週週休二日制」が17.6%、「その他の週休二日制」が14.8%となっている。回
答のあった事業所の中で、何らかの週休二日制を導入している事業所の割合が66.4%となってい
る。
　令和元年度と比較すると、「隔週週休二日制」「月2回週休二日制」「月1回週休二日制」を導
入していると回答した事業所の割合が増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

完全 25.7 26.2 18.3 19.3 21.0 22.8 19.7

月3回 2.6 2.5 3.4 2.8 2.9 6.9 4.5

隔週 20.4 18.9 17.8 16.9 11.0 14.3 17.6

月2回 13.0 8.2 13.5 12.0 12.4 1.1 7.8

月1回 2.2 1.6 4.3 3.6 1.9 1.1 2.0

その他週休二日 17.0 21.3 18.3 19.3 14.3 18.5 14.8

なし 13.9 13.9 13.0 11.6 7.1 8.5 8.2

無回答 5.2 7.4 11.5 14.5 29.5 13.8 17.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0%

週休二日制の導入
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(2)年次有給休暇の状況（正社員及びパートタイマー）
　正社員1人あたりの平均年次有給休暇付与日数は22.9日で、平均取得日数は9.4日（取得率
41.1%）である。パートタイマーについては、1人あたりの平均年次有給休暇付与日数は13.1日
で、平均取得日数は7.7日（取得率58.8%）となっている。
　正社員・パートタイマーともに、平均付与日数・平均取得日数・取得率のすべてが令和元年度
よりも増加している。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 付与数 22.1 21.5 25.4 21.3 20.7 19.6 22.9

正社員 取得数 5.1 5.0 6.0 4.6 6.0 5.8 9.4

パートタイマー 付与数 14.0 15.8 15.2 11.5 15.3 12.9 13.1

パートタイマー 取得数 4.5 4.5 3.6 4.1 6.5 5.8 7.7

0.0
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年次有給休暇付与及び取得日数

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

正社員 23.3 23.3 23.6 21.6 29.0 29.6 41.1

パートタイマー 32.1 28.5 23.7 35.7 42.5 45.0 58.8
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年次有給休暇取得率
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9.定年制の実施状況及び雇用調整の実施状況

(1)定年制の有無
　回答のあった事業所において、定年制を
定めている事業所の割合は69.7%で、平均
定年年齢は61.6歳であった。
　また、業種別で平均定年年齢をみると、
令和2年度において最も高いのは飲食業で
65.0歳であった。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

導入率 80.0 77.5 76.0 71.5 71.9 74.1 69.7

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0%

定年制導入率

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

建設業 62.2 61.5 62.0 62.0 62.5 62.9 62.7

製造業 61.9 61.7 62.2 62.1 62.0 61.5 62.1

情報通信・運輸業 61.4 61.7 61.2 62.3 62.3 60.5 61.2

卸売・小売業 60.4 61.0 61.2 61.1 61.6 61.4 61.0

金融・保険業 60.7 61.3 61.6 60.0 60.0 60.8 59.4

飲食業 65.0 65.0 57.0 64.5 60.0 60.0 65.0

宿泊業 60.0 62.0 63.0 60.7 62.0 60.0 62.0

医療・福祉 61.1 61.4 61.8 61.5 61.9 61.5 61.3

サービス業 61.1 61.3 60.9 60.7 61.1 61.0 61.1

その他 62.9 61.6 61.1 61.4 61.1 62.1 61.4

平均 61.4 61.5 61.6 61.5 61.7 61.7 61.6

0

10

59

60

61

62

63

64

65

66%

業種別平均定年年齢
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(3)雇用調整(労働力の削減)の実施状況
　雇用調整を実施している事業所の割合は
48.4%となっており、令和元年度よりも3.4
ポイント増加している。
　事業所が実施している具体的な雇用調整
の内容については、「残業規制」を実施し
ている事業所の割合が最も高く、20.9%で
あった。それに次いで、「休日・休暇の増
加」を実施している事業所の割合が19.7%
となっている。

(2)定年制後の雇用促進制度
　定年後の雇用促進制度を定めている事業所の割合は65.6%となっており、令和元年度と比較して
2.7ポイント減少している。 また、具体的に採用している雇用促進制度の内容については、「再
雇用」を実施採用している事業所の割合が69.4%と最も高く、次いで「雇用延長」が28.1%となっ
ている。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

あり 72.2 72.5 71.6 66.7 69.0 68.3 65.6

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0%

雇用促進制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

雇用延長 35.5 35.0 29.5 31.9 36.6 27.9 28.1

再雇用 63.3 63.8 69.8 66.9 62.1 70.5 69.4

再就職斡旋 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6

その他 1.2 1.1 0.7 1.2 1.4 1.6 1.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

雇用促進制度の内訳

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

残業規制 18.7 18.9 17.3 20.1 17.1 19.6 20.9

休日・休暇の増

加
10.0 11.9 12.0 12.9 11.9 21.7 19.7

パート等削減 2.2 3.7 1.4 1.6 3.3 0.5 1.2

配置転換 3.9 4.1 2.9 4.8 1.9 2.6 1.6

出向 0.4 0.0 0.5 0.0 0.5 0.0 0.4

一時休業 1.7 0.0 0.0 0.4 0.5 0.0 3.7

希望退職者の募

集・解雇
1.3 0.8 0.5 1.2 0.5 0.5 0.8

雇用調整実施率 38.3 39.4 34.7 41.0 35.7 45.0 48.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

雇用調整実施状況
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10.育児に関する諸制度の実施状況

(1)次世代育成支援対策推進法に基づく一
   般事業主行動計画の策定状況について
　一般事業主行動計画の策定状況について
は、「策定している」と回答している事業
所の割合は13.9%となっており、令和元年
度よりも0.7ポイント増加している。ま
た、「策定中」と回答している事業所の割
合は6.1%である。
　それに対して、「策定していない」と回
答している事業所の割合は最も高く、
43.9%であり、令和元年度と比較して変化
していない。また、「知らない」と回答し
ている事業所の割合は17.2%となってい
る。

(2)育児休業制度の実施状況
　育児休業制度を「定めている」と回答している事業所の割合が61.1%、「定めていないが実施し
ている」と回答している事業所の割合が2.9%で約6割の事業所において育児休業制度が実施されて
いる。
　また、育児休業の取得率は男女間で大きな差が開いており、女性の取得率が100.0%であるのに
対し、男性の取得率は4.5%にとどまっている。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

策定している 13.9 13.9 13.5 11.2 12.9 13.2 13.9

策定中 5.2 5.3 7.7 6.4 6.2 7.9 6.1

策定していない 43.9 56.1 51.9 43.4 47.1 43.9 43.9

知らない 13.9 14.8 11.5 9.6 14.8 18.5 17.2

無回答 23.0 9.8 15.4 29.3 19.0 16.4 18.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

一般事業主行動計画策定状況

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 55.7 58.2 56.3 57.0 60.5 67.2 61.1

定めていないが

実施している
6.1 7.0 6.3 5.2 5.2 4.2 2.9

定めていない 30.0 29.9 29.3 22.9 21.0 16.4 21.3

無回答 8.3 4.9 8.2 14.9 13.3 12.2 14.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

育児休業制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

男性 3.2 2.9 0.0 2.3 2.0 2.2 4.5

女性 100.0 96.7 97.5 90.6 100.0 98.0 100.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0%

育児休業取得率
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　育児休業取得時の最長休業期間を
「2歳まで」と回答している事業所の
割合が55.8%と最も高く、次いで「1歳
まで」と回答している事業所の割合が
26.9%となっている。

(3)育児支援に係る短時間勤務制度の状況
　育児支援として短時間勤務制度を「定めている」と回答している事業所の割合は41.8%であり、
令和元年度と比較すると2.1ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3歳まで」としている事業所の
割合が最も高く57.8%であった。次いで、「3歳超」としている事業所の割合が高く37.3%となって
いる。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 6.8 3.1 5.2 1.9 2.9 0.7 0.6

1歳まで 34.0 35.2 39.6 35.5 26.8 25.2 26.9

2歳まで 38.8 35.2 34.3 43.2 44.9 55.6 55.8

3歳まで 8.2 7.5 5.2 4.5 2.9 5.9 5.1

3歳超 0.0 0.0 0.7 0.0 1.4 0.0 2.6

無回答 12.2 18.9 14.9 14.8 21.0 12.6 9.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

育児休業取得時の最長休業期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 38.3 39.3 39.9 36.9 38.6 43.9 41.8

定めていない 31.7 36.9 35.6 32.1 30.5 38.1 25.4

無回答 30.0 23.8 24.5 30.9 31.0 18.0 32.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

育児支援短時間勤務制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 3.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1歳まで 10.2 10.4 3.6 7.6 2.5 4.8 4.9

2歳まで 1.1 3.1 2.4 2.2 3.7 1.2 0.0

3歳まで 53.4 47.9 59.0 63.0 60.5 57.8 57.8

3歳超 30.7 37.5 32.5 27.2 33.3 28.9 37.3

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0%

育児支援短時間勤務制度導入割合
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(4)育児に係るフレックスタイム制度の状況
　育児支援のためにフレックスタイム制度を定めている事業所の割合は4.9%となっており、令和
元年度と比較すると0.9ポイント減少している。
　当該制度を定めている事業所において、最長期間を「3歳超」としている事業所の割合が最も高
く、50.0%であった。

(5)育児支援に係る始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ制度の状況
　育児を支援するために、始業・終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度を定めている事業所の割合
は15.6%となっており、令和元年度よりも4ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、最長期間を「3歳超」としている事業所の割合が
最も高く50.0%となっている。次いで、「3歳まで」としている事業所の割合が36.8%となってい
る。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 4.8 4.5 4.3 3.2 4.3 5.8 4.9

定めていない 67.0 70.9 68.8 62.7 63.8 76.2 62.3

無回答 28.3 24.6 26.9 34.1 31.9 18.0 32.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0%

育児支援フレックスタイム制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1歳まで 27.3 9.1 11.1 37.5 11.1 9.1 8.3

2歳まで 0.0 9.1 22.2 12.5 44.4 0.0 8.3

3歳まで 27.3 45.5 11.1 0.0 22.2 9.1 33.3

3歳超 36.4 36.4 44.1 50.0 22.2 27.3 50.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

育児支援フレックスタイム制度の最長期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 15.2 15.2 14.9 13.3 13.3 19.6 15.6

定めていない 54.8 60.2 58.7 53.4 54.8 61.9 49.6

無回答 30.0 24.6 26.4 33.3 31.9 18.5 34.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

育児支援始業・終業時刻変動制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 2.9 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0

1歳まで 17.1 2.7 3.2 12.1 3.6 10.8 2.6

2歳まで 0.0 5.4 6.5 6.1 14.3 0.0 5.3

3歳まで 42.9 51.4 51.6 39.4 42.9 51.4 36.8

3歳超 34.3 37.8 29.0 42.4 39.3 21.6 50.0

無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0%

育児支援始業・終業時刻変動制度の最長期間
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(6)育児支援に係る所定外労働の免除制度の状況
　育児支援として、所定外労働の免除制度を定めている事業所の割合は34.4%であり、令和元年度と比較す
ると4.8ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、最長期間を「3歳まで」としている事業所の割合が最も高
く50.0%となっている。それに続いて、「3歳超」としている事業所の割合が46.4%となっている。

(7)育児に係る子の看護休暇制度の状況
　育児支援のために、子の看護休暇制度を定めている事業所の割合は40.6%で、令和元年度と比較すると1.2
ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、最長期間を「3歳超」としている事業所の割合が最も高
く、91.9%となっている。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 33.7 34.0 33.2 30.1 31.9 39.2 34.4

定めていない 37.0 41.4 41.8 37.3 36.7 42.9 32.0

無回答 29.1 24.6 25.0 32.5 31.4 18.0 33.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

育児支援所定外労働免除制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 1.3 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1歳まで 10.3 8.4 2.9 6.7 6.0 4.1 2.4

2歳まで 0.0 3.6 2.9 2.7 6.0 1.4 1.2

3歳まで 44.9 42.2 58.0 60.0 55.2 52.7 50.0

3歳超 41.0 44.6 33.3 30.7 32.8 35.1 46.4

無回答 2.6 0.0 2.9 0.0 0.0 6.8 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

育児支援所定外労働免除制度の最長期間

について

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 35.7 34.0 36.5 32.1 34.8 41.8 40.6

定めていない 34.8 41.4 38.0 32.9 34.8 38.6 25.8

無回答 29.6 24.6 25.5 34.9 30.5 19.6 33.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

子の看護休暇制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 3.7 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0

1歳まで 4.9 2.4 2.6 5.0 4.1 1.3 3.0

2歳まで 1.2 2.4 1.3 1.3 2.7 2.5 0.0

3歳まで 3.7 3.6 3.9 1.3 1.4 2.5 2.0

3歳超 84.1 91.6 92.1 90.0 91.8 88.6 91.9

無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

100.0%

子の看護休暇制度の最長期間について
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(8)育児支援に係る経費の援助措置制度の状況
　育児支援として、育児に要する経費の援助措置を定めている事業所の割合は2.0%となってお
り、令和元年度と比較すると1.7ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、当制度の最長期間を「3歳超」としている事業所
の割合が60.0%、「1歳まで」としている事業所の割合が40.0%であった。

(9)育児支援に係る在宅勤務制度の状況
  育児支援として、在宅勤務を定めている事業所の割合は1.6%となっており、令和元年度よりも
1.6ポイント減少している。
  また、当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3歳超」としている事業所の割
合が50.0%、「2歳まで」としている事業所の割合が25.0%となっている。（平成30年度より調査開
始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 4.3 4.9 3.8 2.4 1.4 3.7 2.0

定めていない 67.8 70.1 70.7 64.3 68.6 77.8 65.2

無回答 27.8 25.0 25.5 33.3 30.0 18.5 32.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

育児支援経費援助措置導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1歳まで 10.0 33.3 12.5 16.7 0.0 14.3 40.0

2歳まで 0.0 0.0 12.5 16.7 0.0 0.0 0.0

3歳まで 10.0 25.0 25.0 16.7 66.7 0.0 0.0

3歳超 60.0 41.7 25.0 50.0 33.3 14.3 60.0

無回答 20.0 0.0 25.0 0.0 0.0 71.4 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

育児支援経費援助措置の最長期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 1.0 3.2 1.6

定めていない 68.6 78.8 64.8

無回答 30.5 18.0 33.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0%

育児支援に係る在宅勤務の導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

6ヶ月まで 0.0 0.0 0.0

1歳まで 0.0 0.0 0.0

2歳まで 50.0 0.0 25.0

3歳まで 50.0 0.0 0.0

3歳超 0.0 16.7 50.0

無回答 0.0 83.3 25.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0%

育児支援に係る在宅勤務の最長期間について
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(10)事務所内託児施設の整備状況
　事務所内託児所を「整備してい
る」と回答した事業所の割合は、
0.8%であった。それに対して、
「整備していない、整備予定がな
い」と回答した事業所の割合は
80.7%であった。

事業所内託児施設を「整備していない、整備予定がない」と回答した事業所において、その理由
として「託児を希望する従業員がいないため」と回答している事業所の割合が最も高く、163社で
あった。次いで、「事業内託児施設を整備する費用負担が大きいため」が54社、「事業所内託児
施設運営にかかる費用負担が大きいため」が43社となっている。
　また、事業所内託児施設を「整備している」と回答した事業所において問題となっていること
として、「運営費の負担」と回答している事業所の割合が最も高く、2社であった。次いで、「入
所児童数の減少」「利用可能な運営費補助制度がないこと」と回答している事業所の割合がそれ
ぞれ1社であった。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

整備している 1.3 1.2 1.4 1.2 1.4 0.5 0.8

整備中又は整備予定 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

整備していない、整

備予定がない
85.2 88.5 90.9 75.9 83.3 80.9 80.7

無回答 13.5 10.2 7.7 22.9 15.2 18.5 18.4

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0%

事業所内託児施設整備状況

社 50社 100社 150社 200社

託児希望者

なし

託児希望

者が少ない

整備費用

負担が

大きい

運営費

負担が

大きい

整備

補助

がない

運営費

補助が

ない

その他

事業所内託児施設を整備しない理由

社 1社 2社 3社

児童の

減少

運営費

の負担

保育従

事者の

雇用

運営費

補助制度

なし

補助対象

基準が

厳しい

事業所内託児施設運営問題
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(11)夜間保育所の開設
　夜間保育所の開設により、従業員の「利用が見込まれる」と回答した事業所の割合は2.0%と
なっており、令和元年度と比較すると1.2ポイント減少している。それに対して、「利用が見込ま
れない」と回答している事業所の割合は73.0%であった。
　夜間保育所について、「利用状況について把握できていない」「必要に応じて事業所内の保育
所で夜間保育を行っている」「今後、夜間保育がさらに必要になると思う」など様々な意見が
あった。（平成29年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

利用が見込まれる 4.8 1.9 3.2 2.0

利用が見込まれない 65.1 75.2 75.7 73.0

無回答 30.1 22.9 21.2 25.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

夜間保育所

31



(2)短時間勤務制度の状況
　介護支援として、短時間勤務制度を定めている事業所の割合は32.0%となっている。
　また、当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3ケ月まで」として
　いる事業所の割合が41.0％と最も高くなっている。

11.介護に関する諸制度の実施状況

(1)介護休業制度の実施状況
　介護休業制度を定めている事業所の割合は52.9%で、令和元年度と比較すると9.5ポイント減少
している。
　また、当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3ヶ月まで」としている事業所
の割合が最も高く83.7%であった。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 47.8 52.5 48.6 50.6 53.8 62.4 52.9

定めていない 41.7 41.0 39.9 32.9 28.6 22.8 29.9

無回答 10.4 6.6 11.5 16.5 17.6 14.8 17.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

介護休業制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 70.9 75.0 75.5 74.6 72.6 75.4 83.7

6ヶ月まで 8.5 3.9 2.8 4.0 2.7 3.4 2.3

1年まで 9.4 9.4 9.4 7.9 8.8 6.8 7.8

1年超 0.9 1.6 0.9 0.8 3.5 1.7 1.6

無回答 10.3 10.2 11.3 12.7 12.4 12.7 4.7

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0%

介護休業取得時の最長休業期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 23.5 24.6 21.6 19.7 28.1 33.3 32.0

定めていない 47.0 50.0 52.4 49.4 40.0 44.4 38.9

無回答 29.6 25.4 26.0 30.9 31.9 22.2 29.1

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

100.0%

介護支援短時間勤務制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 83.6 93.3 88.9 83.7 45.8 38.1 41.0

6ヶ月まで 7.3 0.0 2.2 4.1 3.4 4.8 0.0

1年まで 1.8 5.0 4.4 6.1 10.2 4.8 2.6

1年超 1.8 0.0 0.0 4.1 27.1 23.8 3.8

無回答 5.5 1.7 4.4 2.0 13.6 28.6 52.6

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0%

介護支援短時間勤務制度の最長期間
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(3)短期介護休暇制度の状況
　介護支援として、短期介護休暇制度を定めている事業所の割合は31.6%となっており、令和元年
度と比較すると7.3ポイント増加している。
　当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3ヶ月まで」としている事業所の割合
が53.2%と最も高い。（平成30年度より調査開始）

(4)フレックスタイム制の状況
  介護支援として、フレックスタイム制を定めている事業所の割合は5.7%となっており、令和元
年度よりも1.5ポイント増加した。
  また、当該制度を定めている事業所においてその最長期間を「1年超」としている事業所の割合
が最も高く、21.4%であった。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 15.7 24.3 31.6

定めていない 50.0 51.3 40.2

無回答 34.3 24.3 28.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

介護支援短期介護休暇制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 81.8 56.5 53.2

6ヶ月まで 0.0 4.3 3.9

1年まで 15.2 4.3 1.3

1年超 0.0 4.3 2.6

無回答 3.0 30.4 39.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0%

介護支援短期介護休暇制度の最長期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 1.7 3.7 2.4 4.4 2.4 4.2 5.7

定めていない 69.6 71.7 71.2 64.7 63.8 70.9 66.4

無回答 28.7 24.6 26.4 30.9 33.8 24.9 27.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

介護支援フレックスタイム制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 50.0 77.8 40.0 36.4 40.0 0.0 14.3

6ヶ月まで 0.0 11.1 0.0 9.1 0.0 37.9 0.0

1年まで 25.0 0.0 40.0 27.3 40.0 0.0 7.1

1年超 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 25.0 21.4

無回答 25.0 11.1 20.0 27.3 0.0 37.5 57.1

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0%

介護支援フレックスタイム制度の最長期間
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(5)始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの状況
　介護支援として、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの制度を定めている事業所の割合は、17.6%
となっており、令和元年度と比較して1.2ポイント増加している。
　また、当該制度を定めている事業所において、「3ヶ月まで」としている事業所の割合が最も高
く、14.0%であった。

(6)所定外労働免除制度の状況
　介護支援として、所定外労働免除制度を定めている事業所の割合は28.3%となっており、令和元
年度よりも0.8ポイント減少している。
　また、当該制度を定めている事業所において、最長期間を「1年まで」としている事業所の割合
が最も高く34.8%となっている。（平成30年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 14.3 15.6 13.5 13.3 12.9 16.4 17.6

定めていない 57.0 60.2 60.6 56.2 54.3 60.3 53.7

無回答 28.7 24.2 26.0 30.5 32.9 23.3 28.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

介護支援始業・終業時刻変動制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 72.7 86.8 71.4 57.6 44.4 35.5 14.0

6ヶ月まで 6.1 5.3 7.1 9.1 3.7 12.9 0.0

1年まで 9.1 7.9 7.1 18.2 18.5 12.9 4.7

1年超 6.1 0.0 7.1 6.1 18.5 6.1 7.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0%

介護支援始業・終業時刻変動制度の最長期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 19.0 29.1 28.3

定めていない 47.6 47.6 42.6

無回答 33.3 23.3 29.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0%

介護支援所定外労働免除制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 20.0 12.7 2.9

6ヶ月まで 12.5 7.3 1.4

1年まで 55.0 45.5 34.8

1年超 2.5 12.7 1.4

無回答 10.0 21.8 59.4

0.0
10.0
20.0

30.0

40.0
50.0
60.0
70.0%

介護支援所定外労働免除制度の最長期間
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(7)介護に要する経費の援助措置の状況
　介護支援として、介護に要する経費の援助措置制度を定めている事業所の割合は1.2%にとど
まっており、令和元年度よりも0.9ポイント減少している。
　また、令和2年度における当該制度を定めている事業所が設定している実施最長期間についての
回答を得ることができなかった。（最長期間については平成30年度より調査開始）

(8)在宅勤務制度の状況
　介護支援として、在宅勤務制度を定めている事業所の割合は3.3%となっており、令和元年度よ
りも0.7ポイント増加している。
　また、当該制度を定めている事業所において、その最長期間を「3ヶ月まで」としている事業所
の割合が最も高く25.0%であった。（平成30年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 0.4 1.2 1.4 1.2 1.0 2.1 1.2

定めていない 70.4 73.8 72.6 65.1 67.6 74.1 69.3

無回答 29.1 25.0 26.0 33.7 31.4 23.8 29.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

介護に要する経費の援助措置の導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 50.0 25.0 0.0

6ヶ月まで 0.0 0.0 0.0

1年まで 50.0 0.0 0.0

1年超 0.0 0.0 0.0

無回答 0.0 75.0 100.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0%

介護支援在宅勤務制度の最長期間

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

定めている 0.5 2.6 3.3

定めていない 67.6 73.0 67.6

無回答 31.9 24.3 29.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0%

介護支援在宅勤務制度導入割合

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3ヶ月まで 0.0 20.0 25.0

6ヶ月まで 0.0 0.0 0.0

1年まで 100.0 0.0 0.0

1年超 0.0 0.0 0.0

無回答 0.0 80.0 80.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0%

介護支援在宅勤務制度の最長期間
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(1)出産、介護等での退職者の再雇用の有無
　出産、介護などのために退職した従業員を
再雇用している事業所の割合は全体の38.5%と
なっており、令和元年度よりも6.2ポイント増
加している。
　業種別でみると、「医療・福祉」において
再雇用を実施していると回答している事業所
の割合が56.3%と最も高い。また、多くの業種
において、再雇用を実施している事業所の割
合が令和元年度と比較して増加している。

12.出産、介護等での退職者再雇用の状況

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

あり 30.9 29.9 28.8 24.1 30.0 32.3 38.5

なし 45.2 48.4 50.5 43.4 38.6 40.7 34.8

無回答 23.9 21.7 20.7 32.5 31.4 27.0 26.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

出産・介護等での退職者再雇用制度の有無

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

建設業 21.3 20.0 23.7 21.3 31.3 26.3 31.8

製造業 32.3 43.6 29.6 20.0 42.9 48.3 50.0

情報通信・運輸業 25.0 16.7 42.9 16.7 50.0 33.3 40.0

卸売・小売業 32.7 21.8 31.3 25.5 17.8 19.6 38.9

金融・保険業 30.0 0.0 16.7 38.5 25.0 33.3 30.8

飲食業 0.0 8.3 0.0 9.1 0.0 25.0 20.0

宿泊業 0.0 57.1 25.0 25.0 16.7 14.3 30.0

医療・福祉 45.0 52.2 41.2 58.8 41.2 45.5 56.3

サービス業 42.1 39.3 28.6 19.4 26.7 46.4 25.0

その他 50.0 37.5 33.3 15.0 53.8 25.0 52.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

出産、介護等での退職者の再雇用の状況

36



13.社員に関する職場の状況及びセクシュアルハラスメントへの対策状況

(1)全ての社員の自己能力発揮促進の取組状況
　全ての社員の自己能力発揮促進の取組を実施している事業所の割合は51.2%となっており、令和
元年度と比較して2ポイント増加している。
　当該取組を実施している事業所125社において、その取組内容として「転勤の経験、残業の有
無、懇親会などへの出席回数などを昇格の条件にしていない」を回答した事業所の割合が81.6%と
最も高かった。次いで、「全ての職種に男女を採用している」が47.2%、「結婚により戸籍の姓が
変わっても通称として旧姓の使用が可能である」が41.6%、「事業計画などの重要事項について男
女両方が参画して検討する取組がある」が36.0%となっている。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

実施している 42.6 44.7 45.2 41.8 48.1 49.2 51.2

実施していない 36.1 35.7 39.9 37.3 31.9 28.6 27.5

無回答 21.3 19.7 14.9 20.9 20.0 22.2 21.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
%

全ての社員が自己の能力を発揮する機会を

等しく得られる取組の実施状況

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

旧姓使用

全職種

男女採用

男女共同

参画

昇格条件の

明確化

自己能力を発揮する機会を得られる取組の

内訳
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(2)女性管理職の状況
　女性管理職を配置している事業所の
割合は28.3%となっており、令和元年
度よりも0.3ポイント増加している。
　また、女性管理職を配置している事
業所において、全体の管理職のうち女
性管理職の占める割合が「50.0%以
上」と回答した事業所の割合が最も高
く、47.8%となっている。これは、令
和元年度と比較すると2.5ポイント高
い。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

配置している 31.3 34.8 38.9 32.5 34.3 28.0 28.3

配置していない 47.8 53.3 27.4 26.5 0.0 30.2 33.2

無回答 20.9 11.9 33.7 41.0 65.7 41.8 38.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

女性管理の配置状況

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

5%未満 4.2 5.9 3.7 1.2 0.0 1.9 0.0

5%以上～10%未満 2.8 2.4 6.2 6.2 8.3 5.7 8.7

10%以上～20%未満 13.9 5.9 6.2 9.9 12.5 17.0 13.0

20%以上～30%未満 11.1 12.9 12.3 14.8 9.7 11.3 13.0

30%以上～40%未満 22.2 15.3 25.9 19.8 23.6 17.0 14.5

40%以上～50%未満 2.8 3.5 1.2 1.2 1.4 1.9 2.9

50%以上 43.1 54.1 44.4 46.9 44.4 45.3 47.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

全管理職のうち女性管理職の割合
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(3)セクシュアルハラスメント防止への取組状況
　セクシュアルハラスメント防止への取組を行っている事業所の割合は全体の36.5%となってお
り、令和元年度より4.8ポイント増加している。
　また、当該取組を行っていると回答した事業所における具体的なセクシュアルハラスメントの
防止策として、「ガイドラインなどで明示した文書がある」と回答している事業所の割合が71.9%
と最も高かった。次いで、「セクハラ防止等対策委員会の設置や苦情対応の相談窓口がある」が
50.6%、「研修を行っている」が24.7%、「セクハラ実態調査などを行っている」が14.6%となって
いる。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

実施している 30.0 29.5 31.7 28.1 29.0 31.7 36.5

実施していない 59.6 64.8 59.1 53.4 53.8 51.3 45.5

無回答 10.4 5.7 9.1 18.5 17.1 16.9 18.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0%

セクシュアルハラスメント防止への取組状況

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

ガイドライン 69.6 66.7 62.1 74.3 73.8 73.3 71.9

研修 27.5 29.2 30.3 25.7 39.3 25.0 24.7

実態調査 14.5 12.5 10.6 14.3 14.8 10.0 14.6

相談窓口 52.8 61.1 45.5 54.3 67.2 61.7 50.6

その他 7.2 9.7 9.1 5.7 4.9 5.0 9.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0%

セクシュアルハラスメント防止対策の種類
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14.ワーク・ライフ・バランスを推進するための取組状況

(2)ワーク・ライフ・バランスの
   取組内容
　ワーク・ライフ・バランスを推
進するための取組を実施している
事業所における具体的な取組内容
として、「研修開催などの意識啓
発」と回答している事業所の割合
が最も高く、45.8%であった。次い
で、「短期介護休暇などの休暇制
度の整備」が44.7%、「フレックス
タイム制などの勤務体制の整備」
が23.4%であった。（平成30年度よ
り調査開始）

(1)ワーク・ライフ・バランスを
   推進するための取組状況
　ワーク・ライフ・バランスを推
進するための取組を「すでに取り
組んでいる」と回答している事業
所の割合は全体の19.3%となってお
り、令和元年度と比較して7.2ポイ
ント減少している。
　また、「今後取り組みたい」
「重要だが取り組める状況ではな
い」と回答している事業所の割合
がそれぞれ令和元年度よりも増加
しており、当該取組に対しての関
心が高まっていると考えられる。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

すでに取り組んでい

る
17.8 18.4 21.2 19.7 30.5 26.5 19.3

今後取り組みたい 20.0 23.4 23.6 23.7 18.1 23.3 27.0

今後取り組みたい 33.0 32.8 28.8 27.3 18.1 21.7 25.0

重要でない 12.2 12.3 11.5 8.0 10.5 7.4 7.4

無回答 17.0 13.1 14.9 21.3 22.9 21.2 21.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0%

ワーク・ライフ・バランス推進の取組状況

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

意識啓発 35.9 50.0 45.8

休暇制度 32.8 26.0 44.7

勤務体制の整備 17.2 22.0 23.4

その他 28.1 18.0 23.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0%

ワーク・ライフ・バランスの取組内容
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15.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律について

(1)女性の職業生活における活躍の推進に
   関する法律に基づく一般事業主行動計
   画の策定状況について
　一般事業主行動計画の策定状況について
は、「策定している」と回答している事業
所の割合は6.6%となっており、「策定中」
の6.1%と併せても、一般事業主行動計画の
策定に取り組んでいる事業所の割合は、回
答のあった事業所の約1割にとどまってい
る。
　一方、「策定していない」と回答してい
る事業所の割合は51.6%、「制度を知らな
い」と回答している事業所の割合は16.8%
となっている。（平成28年度より調査開
始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

策定している 8.7 8.8 8.6 6.9 6.6

策定中 2.4 3.2 2.4 5.8 6.1

策定中 49.0 46.2 47.6 53.4 51.6

知らない 16.3 16.1 19.0 12.7 16.8

無回答 23.6 25.7 22.4 21.2 18.9
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一般事業主行動計画策定状況
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16.メンタルヘルス対策の取組状況

(1)メンタルヘルス対策の取組状況について
　メンタルヘルス対策について、「取り組んでいる」と回答している事業所の割合は全体の27.0%
となっており、令和元年度と比較すると2.7ポイント増加している。また、「取り組んでいない」
と回答している事業所の割合は54.1%となっており、回答のあった事業所の約半数は依然としてメ
ンタルヘルス対策に取り組んでいない。（令和元年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

取り組んでいる 24.3 27.0

取り組んでいない 57.1 54.1

取り組んでいない 18.5 18.9
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17.働き方改革の取組状況

(1)働き方改革の取組状況について
　働き方改革の取組内容について、「有給休暇消化率の向上」と回答している事業所の割合が
55.7%と最も高い。次いで、「長時間労働の是正」が45.5%、「社員の生産性の向上」が32.4%と
なっている。
　また、「取り組んでいない（取り組む予定はない）」と回答している事業所の割合は9.4%と
なっており、令和元年度と比較すると1.7ポイント減少している。（令和元年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

有給休暇 58.2 55.7

長時間労働是正 39.7 45.5

生産性向上 20.6 32.4

健康経営推進 18.0 25.0

女性活躍促進 14.8 13.9

同一労働同一賃金 7.4 15.2

勤務体系多様化 5.3 6.6

副業許可 4.8 9.4

勤務間インターバル 2.6 2.9

在宅勤務推進 0.5 6.4

取組なし 11.1 9.4
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(2)働き方改革に取り組む目的について
　働き方改革に取り組む目的について、「従業員の満足度向上」と回答している事業所の割合
が最も高く、62.9%であった。次いで、「コンプライアンス（労働基準法等）への対応」と回
答している事業所の割合が48.4%、「生産性向上」としている事業所の割合が39.4%となってい
る。（令和元年度より調査開始）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

コンプライアンス対応 44.0 48.4

従業員の満足度向上 19.6 62.9

優秀人材確保 16.1 36.2

他社との差別化 13.1 8.1

生産性向上 7.1 39.4

その他 3.6 0.5
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・公共事業を発注する際の労務単価の引き上げ
・建築工事の発注体制を整える
・公共工事、各種補助金等の拡充

【インフラ整備】

・新型コロナウィルス感染症に対する支援制度の充実

・企業誘致等の人口増加の施策。
・消費を喚起する施策等を行うことによる景気の下支え

18.労働者を幸せにするための市の施策

労働者を幸せにするための市の施策として、次のような回答があった。

・基本給の引き上げに対する助成制度
・ノー残業デー導入の呼びかけ
・労働者が働きやすい環境をつくる
・安定した雇用と昇給、ボーナス支給を行うことができるような支援制度

【労政施策】

・地域密着型企業への就業者斡旋、就職説明会の開催
・設備投資のための融資への補助、税金の減免など企業の事業継続に対する支援
・様々な資格を取得できる学びの場を設ける
・労働者の確保に対する施策
・女性が仕事をやりやすくなる環境の整備

【その他】
・民間企業が参加できる公共行事、イベントの開催

【公共工事関係】

・子育て、スポーツ、健康、文化等の施設整備を充実させる
・保育所や介護施設の充実、公共インフラの拡充等による住みやすい街づくり

・事業所に対する新型コロナウィルス感染症に関する給付金だけでなく、個人に対する給付金制
　度の整備

45


